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■経営情報（半期情報の開示について）

ごあいさつ

　平素より横浜幸銀信用組合に格別のご高配を賜り、心から感謝申し上げます。
　このたび２０２５年度上半期ディスクロージャー誌を作成致しましたので、ご高覧賜り、
皆様方のご理解を一層深めて頂ければ幸いに存じます。　
　２０２５年度上半期の日本経済は、緩やかな金利上昇や企業の設備投資意欲回復を背景
に、資金需要が活発化しています。経済全体としても物価・賃金の上昇が続き、デフレ脱却
への動きが着実に広がりつつあります。
　このような新たな経済局面に差しかかった今だからこそ、地域の皆様と共に歩み、信頼に
応え、共に考える取り組みが必要であり、地域の経済発展を目指し、お客様の経営支援を実
施してまいりました結果、上半期の業績については順調に推移しております。
　これもひとえに皆様のご支援の賜物と改めて深く感謝申し上げます。
　これからも、役職員一丸となって相互扶助の精神に基づき、地域の皆様と共に歩み続け
てまいりますので、今後ともご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

令和７年１１月

理事長　呉　龍　夫

詳細は、ホームページをご覧ください。
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主要な経営指標の推移
区　　分 令和6年3月期 令和6年9月期 令和7年3月期 令和7年9月期

経 常 収 益 11,495,075 6,763,839 13,282,838 8,033,145
経 常 利 益 3,547,968 2,796,225 4,667,762 2,963,456
当 期 純 利 益 3,533,298 2,733,091 3,983,032 2,568,165
預 金 積 金 残 高 655,070,471 682,657,364 673,193,585 722,799,747
貸 出 金 残 高 490,010,329 498,802,677 511,546,863 528,870,901
有 価 証 券 残 高 464,665 363,604 361,675 262,350
総 資 産 額 706,799,481 737,284,591 730,445,442 781,763,292
純 資 産 額 47,671,421 50,168,013 51,087,001 53,268,975
自 己 資 本 比 率（ 単 体 ） 8.80 ％ 9.08 ％ 9.87 ％ 9.63 ％
普 通 出 資 総 額 12,140,634 12,341,586 12,011,818 12,077,253
普 通 出 資 総 口 数 121,406,348 口 123,415,864 口 120,118,189 口 120,772,537 口
優 先 出 資 総 額 15,325,000 15,325,000 15,325,000 15,325,000
優 先 出 資 総 口 数 34,395,000 口 34,395,000 口 34,395,000 口 34,395,000 口
出 資 に 関 す る 配 当 金 437,298 - 452,954 -
職 員 数 320 人 319 人 330 人 335 人

（注）残高計数は期末日現在のものです。

当組合の概要

・・・・・　地域の皆さまと共に　・・・・・

業 種 中小企業等協同組合法に基づく金融機関 職 員 数 	 335人

本店所在地 神奈川県横浜市中区尾上町五丁目７７番地１ 店 舗 数 	 30店舗

創 立 	 昭和37年2月28日 組 合 員 数 	 77,714人

出 資 金 	 27,452百万円

営 業 地 区

神奈川県、静岡県、茨城県、千葉県、福井県、
富山県、石川県、長野県、群馬県、栃木県、
新潟県、山梨県、福岡県、熊本県、大分県、
佐賀県、岡山県、鳥取県、香川県

預金・積金 	 722,799百万円

貸 出 金 	 528,870百万円

令和7年９月３０日現在

経営理念

経営方針

基本方針

私たちは、常に地域の皆様、
お客様の立場に立ち、感謝の心を忘れずに、
信頼される組合を目指します。

私たちは、常に地域の皆様、
お客様の立場に立ち、何事も積極的に
進取の気概をもって取り組みます。

地域の皆様の金融機関として、公共的使命と社会的責任を念頭に、
法令等遵守態勢の徹底と高い企業倫理を確立します。

信用組合の原点に立ち返り、顔が見える営業推進のスローガンに「FACE-TO-FACE」を掲
げ、徹底したお客様訪問により、お客様から信頼される信用組合を目指してまいります。

私たちは、常に地域の皆様、
お客様の立場に立ち、まごころを込めた
誠意ある対応を致します。

感 謝

積 極

誠 意

（単位：千円）
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貸出金業種別残高・構成比

諸利回・諸比率の推移
区　　分 令和6年3月期 令和6年9月期 令和7年3月期 令和7年9月期

貸 出 金 利 回 	 2.26 	 2.27 	 2.30 	 2.52
資 金 運 用 利 回 	 1.63 	 1.63 	 1.67 	 1.87
預 金 利 回 	 0.35 	 0.36 	 0.38 	 0.61
経 費 率 	 0.82 	 0.79 	 0.80 	 0.79
資 金 調 達 原 価 率 	 1.17 	 1.15 	 1.19 	 1.40
総 資 金 利 鞘 	 0.46 	 0.48 	 0.48 	 0.47
預 貸 率 ( 末 残 ） 	 74.80 	 73.06 	 75.98 	 73.16
預 証 率 （ 末 残 ） 	 0.07 	 0.05 	 0.05 	 0.03
業 務 収 支 率 	 64.54 	 64.06 	 64.23 	 67.03
業 務 粗 利 益 率 	 1.34 	 1.36 	 1.39 	 1.41
コ ア 業 務 純 益 R O A 	 0.56 	 0.60 	 0.61 	 0.64
業務粗利益経費率OHR 	 57.62 	 54.70 	 54.70 	 53.28
（注）	１．	コア業務純益ROAとは、収益力の高さを測る指標で、コア業務純益の総資産（債務保証見返を除く）に対する
	 	 比率を表します。
	 ２．	業務粗利益経費率OHRとは、業務の効率性を示す指標で、経費の粗利益に対する比率を表します。
	 	 〈業務粗利益経費率ＯＨＲの算出方法〉・・・経費÷（コア業務純益＋経費）×100

当期純利益は、25億68百万円に

当期純利益は、昨年同月比165百万円の減
少となりました。税引前当期純利益は昨年度
より増加しており、今年度より法人税見込額
を利益より差し引いている事から、税引後の
当期純利益は減少となっております。しかし
ながら業務純益・税引前当期純利益は増加
しており、収益力自体は増加しております。

（単位：千円、％）
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財 務 諸 表
貸借対照表貸借対照表 （単位：千円）

科　　目 令和６年 9 月期 令和 7 年 9 月期

（資産の部）

現金 5,989,947 4,665,947

預け金 221,948,192 236,834,231

有価証券 363,604 262,350

国債 - -

地方債 - -

短期社債 - -

社債 302,304 201,050

株式 61,300 61,300

その他の証券 - -

貸出金 498,802,677 528,870,901

割引手形 4,999 -

手形貸付 15,057,938 19,621,372

証書貸付 483,563,062 509,086,486

当座貸越 176,677 163,042

その他資産 2,546,901 2,606,848

未決済為替貸 94,432 29,656

全信組連出資金 1,503,000 1,503,000

その他の出資金 1,500 1,500

前払費用 97,561 94,428

未収収益 222,713 493,667

その他の資産 627,694 484,596

有形固定資産 10,281,923 10,345,255

建物 2,730,724 5,021,886

土地 4,592,789 4,547,375

リース資産 11,506 10,604

建設仮勘定 2,401,175 69,737

その他の有形固定資産 545,727 695,651

無形固定資産 43,161 29,752

ソフトウェア 42,743 27,154

その他の無形固定資産 417 2,597

前払年金費用 14,790 20,937

繰延税金資産 - 217,733

再評価に係る繰延税金資産 - -

債務保証見返 87,684 66,665

貸倒引当金 △ 2,794,292 △ 2,157,329

（うち個別貸倒引当金） △ 2,102,636 △ 1,536,474

資産の部　合計 737,284,591 781,763,292

感謝感謝

預け金

お客さまの預金等の支払準備
金、または余剰資金の運用とし
て他の金融機関へ預けている
預金です。

貸出金

お客さまに対する融資が計上されま
す。 中小企業、個人事業主、また個人
のお客さまに設備資金、運転資金、各種
ローン等、お客さまのニーズに合わせた
資金調達をサポートしております。

未決済為替貸

振込など内国為替取引においては、
振込の着信通知と実際に金融機関
の間で資金が決済されるまでに時間
差があります。その間、当組合が一
時的に立替えておく勘定です。

債務保証見返

お客さまへのご融資等（代理
貸付）を保証した場合に発生す
るお客さまへの求償権の金額
です。

貸倒引当金

ご融資した貸出金のうち、将来におけ
る貸倒れに備えて、あらかじめその可
能性に応じた損失を積み立て（引当）
計上します。実際に貸倒れた場合に
は、この引当金から充当します。
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科　　目 令和６年 9 月期 令和 7 年 9 月期
（負債の部）

預金積金 682,657,364 722,799,747
当座預金 2,174,590 2,308,776
普通預金 76,843,954 68,169,289
貯蓄預金 7,995 7,597
通知預金 203,597 333,735
定期預金 601,660,672 650,184,643
定期積金 1,293,039 1,303,087
その他の預金 473,515 492,617

その他負債 3,776,185 4,971,078
未決済為替借 25,273 33,686
未払費用 3,157,449 3,667,564
給付補填備金 366 477
未払法人税等 15,881 388,030
前受収益 466,822 664,472
払戻未済持分 13,091 6,160
リース債務 11,506 10,604
その他の負債 85,794 200,080

代理業務勘定 268 49
賞与引当金 318,499 344,211
退職給付引当金 - -
役員退職慰労引当金 267,596 304,623
その他の引当金 2,512 1,476
特別法上の引当金 - -
繰延税金負債 - -
再評価に係る繰延税金負債 6,465 6,465
債務保証 87,684 66,665
負債の部　合計 687,116,578 728,494,316

（純資産の部）
出資金 27,716,586 27,452,253
普通出資金 12,341,586 12,077,253
優先出資金 15,325,000 15,325,000
その他の出資金 50,000 50,000

優先出資申込証拠金 - -
資本剰余金 9,331 9,331
資本準備金 9,331 9,331
その他の資本準備金 - -

利益剰余金 22,427,272 25,792,425
利益準備金 6,604,100 8,074,100
その他の利益剰余金 15,823,172 17,718,325
特別積立金 2,431,000 2,888,000
（目的積立金） （2,431,000） （2,888,000）
当期未処分剰余金 13,392,172 14,830,325

自己優先出資 - -
自己優先出資申込証拠金 - -
組合員勘定合計 50,153,190 53,254,010
その他有価証券評価差額金 △ 2,782 △ 2,639
繰延ヘッジ損失 - -
土地再評価差額金 17,605 17,605
評価・換算差額等合計 14,822 14,965
純資産の部　合計 50,168,013 53,268,975
負債及び純資産の部　合計 737,284,591 781,763,292

誠意誠意

預金積金

お客さまからお預かりしており
ます預金が計上されます。
また、お客さまの様々なニーズ
に合わせた預金商品をご用意
しております。

未決済為替借

振込など内国為替取引においては、
振込の発信通知と実際に金融機関の
間で資金が決済されるまでに時間差
があります。その間、その資金を一時
的にお預かりしておく勘定です。

給付補填備金

払込まれた定期積金の期末時
点における利息相当額です。
なお、定期預金等の利息相当
額は未払費用に計上されてお
ります。

債務保証

全国信用協同組合連合会、商
工組合中央金庫、日本政策金
融公庫等の代理貸付におい
て、当組合が負っている債務保
証の金額です。

純資産

総資産から総負債を引いた部分です。
お客さまから出資していただいた出
資金や利益を蓄えた利益剰余金等か
らなる「組合員勘定合計」と「評価・
換算差額合計」からなります。
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積極積極財 務 諸 表
損益計算書損益計算書 （単位：千円）

科　　目 令和６年 9 月期 令和 7 年 9 月期
経常収益 6,763,839 8,033,145
資金運用収益 5,786,427 7,033,754
貸出金利息 5,616,782 6,546,580
預け金利息 131,485 449,445
有価証券利息配当金 3,028 2,597
その他の受入利息 35,130 35,130

役務取引等収益 287,199 485,982
受入為替手数料 15,813 14,715
その他の役務収益 271,386 471,266

その他業務収益 13,187 14,892
その他の業務収益 13,187 14,892

その他経常収益 677,025 498,516
貸倒引当金戻入 506,239 442,264
償却債権取立益 110,513 35,563
その他の経常収益 60,272 20,687

経常費用 3,967,614 5,069,689
資金調達費用 1,223,067 2,185,527
預金利息 1,223,067 2,185,527
借用金利息 - -
その他の支払利息 - -

役務取引等費用 33,974 33,204
支払為替手数料 9,631 9,767
その他の役務費用 24,343 23,436

一般貸倒引当金繰入額  - -
その他業務費用 101 12
その他の業務費用 101 12

経費 2,642,208 2,832,351
人件費 1,346,452 1,438,408
物件費 1,221,198 1,291,150
税金 74,556 102,791

その他経常費用 68,262 18,593
貸倒引当金繰入額 - -
貸出金償却 - -
その他の経常費用 68,262 18,593

経常利益 2,796,225 2,963,456
特別利益 - -
固定資産処分益 - -
その他の特別利益 - -

特別損失 47,252 7,259
固定資産処分損 47,252 7,259
減損損失 - -
その他の特別損失 - -

税引前当期純利益 2,748,972 2,956,196
法人税・住民税及び事業税 15,881 388,030
法人税等調整額 - -
当期純利益 2,733,091 2,568,165
繰越金（当期首残高） 10,659,080 12,262,159
特別積立金取崩額 - -
土地再評価差額金取崩額 - -
当期未処分剰余金 13,392,172 14,830,325

資金運用収益

お客さまからお預かりした資
金（預金）を、本業である貸出
金、有価証券等で運用して受け
取った利息、配当金です。

償却債権取立益

過年度において償却した貸出
金等を回収した金額です。

資金調達費用

預金利息等、事業に必要な資
金を調達するのに掛かった費
用です。

貸出金償却

貸出金とそれに準ずる債権を償
却する場合に使用します。ただ
し、個別に引き当ててある貸倒
引当金がある場合には、それを
控除した後の金額となります。

法人税等調整額

税効果会計の適用により、計
上される法人税、住民税および
事業税の調整額です。
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自己資本の充実状況
項　　目 令和6年9月期 令和7年9月期

コア資本に係る基礎項目（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定の額 50,153,190 53,254,010
うち、出資金及び資本剰余金の額 27,725,918 27,461,585
うち、利益剰余金の額 22,427,272 25,792,425
うち、外部流出予定額（△） - -
うち、上記以外に該当するものの額 - -

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 691,655 620,855
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 691,655 620,855
うち、適格引当金コア資本算入額 - -

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる
額 - -

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段
の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 - -

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当
する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 - -

コア資本に係る基礎項目の額� (イ) 50,844,846 53,874,865
コア資本に係る調整項目(２)
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額
の合計額 43,161 29,752

うち、のれんに係るものの額 - -
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 43,161 29,752

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 - -
適格引当金不足額 - -
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 - -
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 - -
前払年金費用の額 14,790 20,937
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 - -
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 - -
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 - -
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額 - -
特定項目に係る十パーセント基準超過額 - -
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 - -
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 - -
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 - -

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 - -
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 - -
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 - -
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 - -

コア資本に係る調整項目の額� (ロ) 57,951 50,689
自己資本
自己資本の額((イ)－(ロ))� (ハ) 50,786,894 53,824,176
リスク・アセット等(３)
信用リスク・アセットの額の合計額 542,901,313 544,246,975
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 - -
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー - -
うち、上記以外に該当するものの額 - -

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 - -
勘定間の振替分 - -

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 16,190,922 14,396,916
信用リスク・アセット調整額 - -
フロア調整額 - -
オペレーショナル・リスク相当額調整額 - -
リスク・アセット等の額の合計額� (ニ) 559,092,235 558,643,891
自己資本比率
自己資本比率((ハ)／(ニ)) 9.08% 9.63%
（注）	 　自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用

する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等
に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第
22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準により自己資本比率を算出して
おります。

（単位：千円）
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区　　　　　　　　　分 債　権　額
（A）

担保・保証等
（Ｂ）

貸倒引当金
（C）

保　全　額
(D)=(B)+(C)

保　全　率
(D)/(A)

貸倒引当金引当率
(C)/(A-B)

破 産 更 正 債 権 及び	
これらに準ずる債権

令和6年9月末 6,334 4,663 1,671 6,334 100.0% 100.0%
令和7年9月末 2,355 1,346 1,009 2,355 100.0% 100.0%

危 　 険 　 債 　 権 令和6年9月末 2,713 1,349 431 1,780 65.6% 31.6%
令和7年9月末 3,587 1,941 527 2,469 68.8% 32.0%

要　管　理　債　権 令和6年9月末 1,940 888 295 1,184 61.0% 28.1%
令和7年9月末 2,278 755 282 1,037 45.6% 18.5%

3月以 上延滞債権 令和6年9月末 3 - 0 0 15.2% 15.2%
令和7年9月末 9 - 1 1 12.4% 12.4%

貸出条件緩和債権 令和6年9月末 1,936 888 295 1,183 61.1% 28.2%
令和7年9月末 2,268 755 281 1,036 45.7% 18.6%

小 　 計 令和6年9月末 10,988 6,901 2,398 9,299 84.6% 58.6%
令和7年9月末 8,221 4,043 1,818 5,862 71.3% 43.5%

正 　 常 　 債 　 権 令和6年9月末 488,008
令和7年9月末 520,829

合 　 　 　 　 　 計 令和6年9月末 498,997
令和7年9月末 529,051

※百万円未満は切り捨てて表示しております。また少数点第２位以下は切り捨てて表示しております。
（注）	 １．	 ｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っ

ている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
	 ２．	 ｢危険債権｣とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及

び利息の受取りができない可能性の高い債権（１に掲げるものを除く。）です。
	 ３．	 ｢要管理債権｣とは、「３月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
	 ４．	 ｢３月以上延滞債権」とは、元本及び利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上延滞している貸出金（１及び２に掲げるものを除く。）です。
	 ５．	 ｢貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ

の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（１、２及び４に掲げるものを除く。）です。
	 ６．	 ｢正常債権｣とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（１、２及び３に掲げるものを除く。）です。
	 ７．	 ｢担保・保証額｣は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
	 ８．	 ｢貸倒引当金｣には、｢正常債権｣に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
	 ９．	 ｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元

本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２
条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他の資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上される
もの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

	 10．	金額は決算後（償却後）の計数です。

協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況 （単位：百万円、％）

有価証券の時価情報 （単位：百万円）

◎満期保有有価証券
令和6年9月末 令和7年9月末

区 分 貸借対照表	
計上額 時価

評価差額
貸借対照表	
計上額 時価

評価差額
時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの

時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの

時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

株 式 - - - - - - - - - -
債 券 - - - - - - - - - -
国 債 - - - - - - - - - -
地 方 債 - - - - - - - - - -
社 債 100 100 0 0 - - - - - -
そ の 他 - - - - - - - - - -
合 計 100 100 0 0 - - - - - -
（注）　1．売買目的有価証券、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式に区分した有価証券はありません。

◎その他有価証券
令和6年9月末 令和7年9月末

区 分 償却原価
貸借対照表	
計上額

（時価評価額）

評価差額
償却原価

貸借対照表	
計上額

（時価評価額）

評価差額
時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの

時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの

時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

株 式 61 61 - - - 61 61 - - -
債 券 - - - - - - - - - -
国 債 - - - - - - - - - -
地 方 債 - - - - - - - - - -
社 債 204 202 △ 2 - △ 2 203 201 △ 2 - △ 2
そ の 他 - - - - - - - - - -
合 計 266 263 △ 2 - △ 2 264 262 △ 2 - △ 2
（注）　1．売買目的有価証券、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式に区分した有価証券はありません。
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金利リスクについて （単位：百万円）

IRRBB：金利リスク
項番 △EVE（経済価値の変動） △ＮＩＩ（期間収益の変動）

令和6年9月末 令和7年9月末 令和6年9月末 令和7年9月末
1 上方パラレルシフト 0 0 0 0
2 下方パラレルシフト 4,931 3,324 2,780 3,124
3 スティープ化 0 0
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 4,931 3,324 2,780 3,124

令和6年9月末 令和7年9月末
8 自己資本の額 50,786 53,824

（注）金利リスクに関する事項
１、リスク管理の方針及び手続の概要
　当組合では、金利リスクを市場リスクの一つとし、銀行勘定全体の金融資産・負債の経済的価値変動、保有有価
証券の時価変動を管理しております。
　また、金利リスクのうち、銀行勘定の金利リスク（以下「ＩＲＲＢＢ」という。）については、自己資本に対するＩＲＲＢＢの
比率にアラームポイントを設定する等モニタリング体制の整備等厳正な管理に努めております。	
　金利リスクの計測頻度につきまして、毎月末を基準日として、月次でＩＲＲＢＢを計測することとしております。	
２、金利リスクの算定手法の概要
（ア）	流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期
	 	流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は2.5年です。
（イ）	流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期
	 	流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は5年です。	
（ウ）	流動性預金への満期の割り当て方法（コア預金モデル等）及びその前提
	 	流動性預金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しております。
（エ）	固定金利貸出の期限前償還や定期預金の期限前解約に関する前提
	 	固定金利貸出金の期限前償還及び定期預金の期限前解約については、金融庁が定める保守的な前提を採

用しております。
（オ）	複数の通貨の集計方法及びその前提
	 	当組合では、JPYのみに対応し、算出した金利リスクの正値を合算しております。
（カ）	スプレッドに関する前提（計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含めるか否か等）	
	 	当組合では、スプレッドを考慮しておりません。
（キ）	内部モデルの使用等、ΔEVEとΔＮＩＩに重大な影響を及ぼすその他の前提
	 内部モデルは、使用しておりません。
（ク）	計測値の解釈や重要性に関するその他の説明	
	 	当組合のΔEVEは、自己資本の20％以内であり、問題ない水準となっております。
（ケ）	ΔＮＩＩについて
	 	平成31年金融庁告示第3号（平成31年2月18日）による改正を受け、令和２年３月末から開示しております。
３、その他の金利リスク計測
　金利ラダー方式による標準的金利ショックを与えた場合の金利リスクを使用しております。なお、金利ショック
は99パーセンタイル値又は1パーセンタイル値を用いております。

派生商品取引及び長期決済間取引について

証券化取引について

該当ありません。

当組合は、証券化取引を行っておりません。






